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《論　説》
リカードウ課税論の一局面
外　　鳥　　卓　　也
1．課税論と「経済学の原理」
　リカードウの著書『経済学および課税の原理』嫁，P．スラッファが適切に
指摘したように，三群に分類される三章から編成されているようである。す
なわち，第3版の目次でいうと，第1章「価値について」から第田章「外国
貿易について」までは「経済学の原理」を論ずる第一群を形成しており，第
田章「租税について」から第㎜章「救貧税」までは課税について論ずる第二
群を成しているが，第三群は第皿章「貿易通路上の突然の変化について」か
ら最終章「マルサス地代論」までの諸章である。
　最後の第三群を成す諸章は，スミスやマルサスなどの論者の学説を論評し
つつ，一部分は「経済学の原理」に属する主題を論じ，残りの部分は課税に
関する論題を考察している。スラッファはこれらの第三群の諸章を「論争的
諸章」（P．・Sraffa，　lntr・ducti・n　t・the　W・rks・f　D．　Ricard・；1，p．23．）と呼んだが，内
容からいうと，これらの諸章は，学説批評の形をとって展開された第一群へ
の補論と第二群への補論とから成るとみてよいだろう。
　こういうわけで，この書物は「経済学の原理」に関する論述と課税論の論
述とから成っている。それなら，この二つの異なる領域に関する論述を一朋
の著書にまとめるにあたって，彼は課税論が「経済学の原理」といかなる理
論的関係をもつと考えたのだろうかω。
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　この問題を考えるための手掛かりを与えてくれる興味深い二つの資料は，
彼が友人あてに書いた二通の手紙であ．る。そこで，これらを引用しておくこ
とにしよう。まず第一は，1819年10月13日づけのジェイムズ・ブラウン（2）あ
て手紙の一節である。
　　「もし課税の必要ということがなければ，農業や商工業に関する政府の仕
事は確かにきわめて容易でありましょう。一それらの産業にとって必要と
されることは，あらゆる干渉を避けるということだけでしょう。ある一つの
生産の源泉を奨励することでもなければ，別の源泉を抑圧することでもない
のです。しかし，租税によって貨幣を調達する必要は，多少のr二渉を避けら
れな：いものとします。それにもかかわらず，立法府の目的は，なんらの妨害
も加えられない場合に成立するはずの自然的均衡にできる限りわずかしか干
渉しないように，すべての者に均等に負担させることでなければなりませ
ん。一国にとって，製造業よりも農業のほうがより多くの富を生むのか，そ
れとも製造業のほうが農業よりも多くの富を生むのかということを知るの
は，思索にとっては面白い問題であるかもしれませんが，しかし，事実に関
（1）本稿で使用されるりカードウの著書・論説・草稿・手紙類は，すべてTHE　WORKS
　AAID　CORRESPOiVDE？VCE　OF　DAViD　RICARDO，　EDITED　BY　P，SRAFFA，　10
　VOLS，　1951－55，　CAMBRIDGE　UNIVERSITY　PRESS．に収録されているものに拠る
　が，引用にさいしては，単にWorfesと記してから巻数と頁数を掲げる。また，　PTとい
　う記号は，On　the　Principles　of　Political　Econom：y，　and　Taxation，3rd　Edition，
　1821．の略号であり，NMという記号は，　N。tes　on　Mr，Maithし1s’Work“Principles　of
　f）olitical　EcononZbl’の略号である。
　　この他，Adam　Smith，　An　lnquirrv　into　the　Nature　and　Causes　o／the　Wealth　of
　ハ／ations，2vols，　ed．　by　E．Cannan，5th　Edition，1930．が利用されるが，　WNの略号を用
　いて引用する。
（2）∫．ブラウンなる人物についてはよくはわからないが，彼は1819年9月25日づけのり
　カードウあての手紙のなかで自己紹介して，次のように書いている。「私は普通の言葉
　づかいでいうと．経済学老ではありません。一経済学者のはしくれでさえありませ
　ん。一私は50歳になりますが，その年齢の半分以上の間，かなりの規模の製造業，商
　業および農業の経営に携わっ’てきました。」（Works，欄，　p，94．）
一2一
リカードウ課税論の一局面　329
するわれわれの知識がどれほど正確であろうと，それは一方の産業を抑圧し
たり，他方の産業を奨励したりするのを正当化するものではないでしょう。
この問題についてのあらゆる研究は，産業は完全に自由に放任されるべきだ
ということ，また課税はこの自由をできる限り妨害しないように適用される
べきだということを，私に確信させます。」（W・rfls，　wn，　pp．101－2．ただし，文中の
下線は引用者の施したもの。）
　課税論と「経済学の原理」との関係についてのりカードウの考えを示す第
2の資料は，1819年1！月12日づけトラワあて手紙の次の一文である。
　「マルサスの著書［『経済学原理』コはいま現に印刷中だと思いますが，私
は彼が課税の問題に論及せずに仕事を終えたことを知って，残念に思ってい
ます。経済学の単純な原理がいったん理解されてしまえば，それは政府を正
しい課税の方策に導くからこそ，はじめて有益なのです。われわれは直ち
に，農業や商工業が政府の側の千山なしに放任される時，それらは最：も繁栄
するという知識に到達します。しかし，国家がその機能を果たすための経費
を賄う貨幣を必要とするということから，国家には租税を徴収するという義
務が課されるのです。こうして干渉が絶対に欠かせないものとなります。そ
こで，この点でこそ，この［経済学という］学問の最も完全な知識が必要に
なるのです。ですから，私はマルサスが問題のこの部分について彼の考えを
示してくれなかったことを残念に思わないわけにはゆかないのです。」
（Wρr融，珊，pp．132－3．ただし，下線は引用老。）
　上に掲げたブラウンあて，およびトラワあての二通の手紙から判断する
と，われわれはりカードウが「経済学の原理」と課税論との関係について，
おおよそのところ，次のように考えていたとみなしてよいだろう。すなわ
ち，彼は「経済学の原理」について考察している時には，社会の全産業部門
が資本主義的生産活動の方式にもとづいて営まれ，あらゆる私的な経済活動
の主体が一切の政府による干渉を免れて全く自由に競争するという純粋な経
済社会を想定している。そして，「経済学の原理」は，経済社会の産業構造が
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「な：んらの干渉も加えられない場合に成立するはずの自然的均衡」にある
時1その社会の再生産は最も順調かつ円滑に進行するとともに，蓄積と成長
とは最も急速に進展するにちがいないということを明らかにする。
　これに反して，課税論で想定される社会状態は，純粋な経済社会ではな
い。ここには，歴史的・制度的に所与の国家が資本主義的商品経済社会存立
の与件として組み込まれている。かくして，課税論の想定するところは，国
家という枠組みまでが包括された経済社会であるから，それは，「経済学の
原理」の想定する社会状態，すなわち国家が捨象された最：も抽象的な次元よ
りもいっそう具体的な次元である。こうして．，課税論が位置する分析の論理
次元が．「経済学の原理」が位置する次元とは抽象の度を異にしているという
点が明確に自覚されていたから，課税論では，なによりもまず「国家がその
機能を果たすための経費を賄う貨幣を必要とするということから，国家には
租税を徴収する義務が課され」るという事態が考察の対象として取り上げら
れなければならないことになる。
　それなら，この場合，リカードウは「国家の機能」についてどう考えてい
たのだろうか。彼は，第一に社会の全員を外敵の侵略から防衛すること，第
二に社会の各成員を他の成員の不正な振る舞いから保護するための司法行政
を確立すること，第三に私的個人にとっては採算のとれないような公共土木
事業の遂行や公共施設の建設・維持のことなどを念頭においていたようで
あって，ここで彼は『国富論』のなかで与えられた国家に関する規定（3）を承
認し継承していたように思われる。
　ところで，国家がその機能を果たすにはそのための経費が必要であり，そ
れを入手するには租税の徴収に拠らなければならない。だが，リカードウの
考えでは，国家による租税の徴収は，社会の成員にとって，商品経済社会め
成員相互の交流・交渉とは全く異質であって，一方的な押し付けであり，強
権的であるから，経済社会に租税の玉柏という事項が組み込まれるや否や，
「干渉が絶対に欠かせないものになり」，自由競争の結果として形成されて
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いた「自然的均衡」は崩壊せざるをえなくなり，したがってこの社会の諸産
業が最大の繁栄に向かう進路は閉鎖されることになるというのである。
　しかし，それが経済社会にとって「悪」であるからといって，国家はその
機能を果たさなければならない以上，租税の徴収をやめるわけにはいかな
い。それは「必要悪」なのだ。それなら，妥当な課税の：方策とはいかなるも
のでなければならないか。リカードウの考えでは，「経済学の原理」は「政府
を正しい課税の方策に導く」はずであり，「そこで，この点でこそ，この［経
済学というコ学問の最も完全な知識が必要」になる。そして，「経済学の原
理」の教えるところでは，「課税の正しい方策」とは，「［政府の側からの］な
んらの干渉も加えられない場合に成立するはずの自然的均衡に，できる限り
わずかしか干渉しないように，すべての者に［租税を］均等に負担させるこ
とでなければならない」というのである。
　かくして，リカードウ課税論の課題は，さまざまな種類の租税が経済社会
（3）スミスはr国富論』第4編で重商主義および重農主義に対する批判的検討を企てた後
　に，その最終章の末尾のところで，次のような議論を展開しつつ，「国家の機能」につい
　ての規定を与えた。
　　「……それゆえ，［ある特定の産業部門にコ優先権を与えたり，あるいは制限を課した
　りする一切の制度が，以上のように完全に撤廃されてしまえば，自然的自由という簡明
　な制度がおのずから確立される。あらゆる入は，正義の法を犯さぬ限り，自分の思いど
　おりに自分の利益を追求し，自分の勤労と資本との双方を，他のどんな人の，あるいは
　どんな階級の人々の勤労や資本とでも競争させることができるように完全に自由に放
　任される。そうなれば，主権老は，……私的個人の勤労を監督したり，またこれを社会
　の利益に最もよく適合する事業部門へ赴かせるという義務を完全に免除される。自然
　的自由の制度によれば，主権者が注意を払うべき義務はわずかに三つしかなく，これら
　三つの義務というのは，確かにきわめて重要なものではあるが，普通の理解力のある人
　であれぼ誰でもわかる平明なものである。すなわち，第一は，その社会を，他の独立し
　た社会の暴力と侵略とから防衛する義務であり，第二は，その社会の各成員を他のあら
　ゆる成員の不正や抑圧からできる限り保護する義務，つまり厳正な司法行政を確立す
　る義務であり，第三は，いかなる個人にとっても，いかなる少人数の集団にとっても
　けっして自分の利益にはならないような，ある種の公共土木事業と公共施設とを建設
　し維持する義務である。」（WN，　H，pp．　184－5．）
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に与える作用を「経済学の原理」にもとづいて個別的に追跡することによっ
て，それぞれの租税の最終的負担者を確認するという形で「課税の原理」（4）を
明らかにするとともに，課税という形での国家の経済に対する干渉がその経
済社会の繁栄に及ぼすマイナスの効果を最小限にくいとめる「正しい課税の
方策」を一般的に探り出すことだとされたのである。こうして，彼は課税論
をあくまでも「経済学の原理」の応用の領域とみなしたうえで，この課税論
こそが，純粋資本主i義の論理学としての「経済学の原理」を政策論ないし政
策批判へ媒介するための不可欠の環だと考えていたように思われる（5）。
2．税源の確定と「課税の準則」
　さて，リカードウは『経済学および課税の原理』の第W章「租税につい
てjのなかで，「租税はつねに，究極的には，一国の資本か収入かのどちらか
から支払われる。」（PT，　Worles，1，p．150．）という命題を掲げている。ただし，
この命題のなかで彼が税源として考える「収入」のうちには，賃金は含まれ
てはいない。たとえ賃金に対して租税が課されても，あるいは賃金財に課税
されても，その租税は賃金からは支払われず，終局的には利潤に転嫁されて
（4）　「経済学の原理」に対して「課税の原理」という言い方をすると奇異の感を抱く向き
　があるかもしれないが，リカードウ自身が「課税の原理」という言葉遣いをしている場
　合があるので，本文のような論述も許されるだろう。彼はrマルサス評注』ノート
　　（96）のなかで次のように記した。
　　「そうだとすると，［マルサス氏も認めたように，一国の耕作中のさまざまな等級の］
　土地から生ずる追加生産物のなかには，地主には少しも地代を生み出さないようなも
　のもあるといってよいことになる。課税の原理principles　of　taxationを検討するさいに
　は，この［マルサス氏も認めた地代に関するコ学説は最も重要であり，また確かに経済
　学という学問のどの部門にとっても重要である。」（NM，　Works，　ll　J　p．ユ67．）
（5）リ沁一ドウにおける「経済学の原理」と「課税の原理」との論理次元の差異と理論的
　関連とに関する私の理解は，少なからず中村廣治氏の示唆に負うものである。cf．中村
　　「初期リカードウの租税論」（広島大『経済論叢』9－2，1985．）
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しまう，と彼は考えるのであって，次のように述べている。
　「原生産物に対する租税および労働者の必需品に対する租税は，……賃金
を引き上げることになるだろう。人口の原理が人類の増殖に及ぼす効果のた
めに澱下層の語論賃金が露台と慣習とによ・て労働卿扶養のために
必要とされる率を大幅に上回り続けることはけっしてない。ご＼の最下層の階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べ級は課税額のかなりの割合を負担できるわけではけっしてなし＼。したがっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キてド＿［もし課税のために穀物の価格が崩すれば］労働者融前と同額
の鰍は生存でき漁・，彼ら麟を練き漁・∂ろう・［そ
れで］賃金は不可避的かつ必然的に上昇するだろう。そこで，この賃金の上
昇に比例して，利潤は低下するだろう。」（PT，　W・r々s，1，p，159．）
　この文章で明らかなように，リカードウの議論のなかでは，税源となりう
る収入とは，利潤と地代との合計である純収入のことである。だが，こうい
うわけで，究極の税源が資本か純収入かのどちらかでなければならないとす
れば，租税がどちらの負担になっても，それによって一国の蓄積は多少とも
妨げられるだろう。彼はいう。「蓄積力を減少さぜる傾向をもたない租税は
なし・。」　（PT，Works　I，P，152．）
　彼によれば，もし租税が資本にかかって，資本を削減すれば，それに応じ
てその国の生産的労働を維持するための基金が減少するにちがいない。ま
た，もし租税が純収入にかかって，これを削減すれば，その結果はその国の
消費支出の減退か，さもなければ蓄積の阻害となるだろう。したがって，将
来の蓄積にマイナスの効果をあげないような租税はないというのである。
　ところで，リカードウによれば，租税が所得に課された場合はむろんのこ
と，資本に課された場合であっても，誰でも租税を所得から支払おうとして
消費支出の削減に努める傾向がある。彼は次のようにいう。「あらゆる人が
もっている欲求，つまり彼の生活上の地位を保持し，彼の富を，それがひと
たび到達した高さに維持しようとする欲求は，資本に対して課された租税で
あろうと，所得に対して課された租税であろうと，彼が大抵の租税を所得か
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ら支払うように仕向ける。」（PT，　W・r々3，1，p．　152．）
　してみれぽ，彼の意見では，「課税の大きな弊害は，その課税対象の選択の
仕方よりも，むしろ全体としてみた課税の結果の総計額のうちに認められな
ければならない」（PT，Worfls，　L　p，152．）ということになる（6）。
　かくしてリカードウは，課税額が可能な限りその国の資本蓄積を妨げない
大きさを越えないことが望ましいと主張し，この主張で彼の租税総論を締め
括ったが，つづいて租税各論を順次展開してゆく。だが，さまざまな種類の
租税の国民経済に及ぼす効果を考察し，その適否を判定するにあたって，彼
は前掲のブラウンあての手紙のなかでも記していたように，いかなる租税で
あっても，それは「［個々の経済主体相互間で行われる自由競争に対してコな
んらの妨害も加えられない場合に成立するはずの［産業諸部門間の］自然的
均衡にできる限りわずかしか干渉しないように」賦課されなければならない
という点を基準に据えた。
　そして，彼は各種の租税がこの基準に適合しているかどうかについての判
断は，『国富論』の著者が樹立した「正しい課税が遵守すべき四つの準則」に
照らして行うのが妥当であると考えた。「四つの準則」とは次のとおりであ
る。
　　「第一に，あらゆる国の国民は，政府を支持するために，できる限り各人
の租税負担力に比例して拠出すべきである。」
（6）彼は1820年1月28日づけのトラワあて手紙のなかで次のように記している。「私はr
　経済学老として，生産を減退させる傾向をもたないような租税はないのであって，それ
　はあたかも地味の退化や良い機械の磨滅と同じような仕方でそうさせるのだ，と主張
　．します。だが，それは租税は生産に対する一つの障害であるという以上の意味ではあり
　ません。あなたは，租税は努力を促すような障害であって，経験はつねにそれらが克服
　されていることを証明している，と言われます。私も，生産上の困難であっても，それ
　が程度によっては，あなたが述べられたように働くことがあるのを疑いません。けれど
　も，その困難の程度があまり大きくなると，克服できない物理的困難として生産を阻害
　するものとなりましょう。わが国の場合の［租税による］困難が正確に最大の生産を保
　鼓するような適度のものである，とは私は思いません。」（Works，皿，　pp，154－5．）
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　「第二に，各人が支払わなければならぬ租税は，恣意的ではなく確定的な
ものでなければならない。」
　「第三に，どんな租税も，納税者が納税するのに最も好都合であるような
時期と方法とで賦課されなければならない。」
　「第四に，どんな租税も，国民のポケットから取り出す額も，そのポケッ
トの外に止めておく額も，両方とも国庫にもちこまれる額を上回る分をでき
る限り少なくするように工夫されなくてはならない。」（PT，　W・rfes，　L　p．
182．ただし，下線は引用者）の
　リカードウの所論においては，第二および第三の準則は「正しい課税が遵
守すべき準則」として当然かつ自明のものであるので，租税各論の展開にあ
たってbS　，各種の租税が果たして第一および第四の準則に抵触するかどうか
を明らかにすることが，とりわけ重要視されていたように思われる。
　われわれはりカードウ課税論の独特の論理を知るために，油玉ではその一
局面として彼の地租論について考察することにしたい。ここで彼は大ブリテ
ンの地租に対するスミスの論評を姐上に載せて，スミス説に対する批判的検
討を通じて自説を展開している。
3．大ブリテンの地租について
　（1）A．スミスの見解
　リカードウは『原理』のなかの地租と題する第石下で，スミスの所見を批
判的検討の対象としてとりあげた。初めにスミスの地租論を知っておくこと
にしよう。
　「大ブリテンの地租のように，各地区ごとに一定不変の基準にしたがって
（7）以上のリカードウ『原理』からの四つの引用文は，r国富論』からの抜粋である。　cf．
　WN，　ll，　pp，　310－1．
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割り当てられる地租は，たとえそれが，設定された当初は平等であるとして
も，時が経過するうちに，この国のさまざまな地域の耕作上の改良または閑
却の程度の差異に応じて，必ず不平等になる。……したがって，この租税は
その点では，上記の四つの準則の第一に抵触する。［だが］それは他の三つの
準則には完全に合致している。……地主が真の納税者であるが，この租税は
普通は借地農によって前払いされており，地主は彼に対して，地代の納入の
さいにその税額分を割り引かざるをえないのである。」（WN，　ff，p．313．ただし，
下線は引用者）
　以上のスミスの論述のなかには，三つの論点が提出されていたように思わ
れる。（1）さまざまな等級の耕地に同額の地租が課されれば，たとえそれが
設定された当初は平等な負担であったとしても，耕作上の改良の程度に差異
が生ずるにつれて各耕地の地代額はさまざまに変動するから，同額の税負担
の継続は所得が変動する地主たちにとって不平等になる。（2）それゆえ，こ
のような地租は第一の「準則」に抵触する。だが，残りの三つの「準則」に
は合致している。（3）地租は普通は借地農業者によって前払いされているけ
れども，地主は地代の納入期に彼に対して税額分を割り引かざるをえないの
だから，地主こそが真の納税者なのである。
　なお，第三の論点の理解に役立つと思われるので，スミスの別の箇所の発
言も引用しておこう。スミスはここでは，地租も，十分の一税のような，原
生産物の生産量に比例する租税も，これらの租税はすべて，真の納税者は地
主なのだという見解を提出して，次のように述べた。
　「土地の生産物に対する租税は，本当のところは，地代に対する租税なの
であって，たとえ初めは農業者が前払いするかもしれないにしても，結局は
地主が支払うのである。農業者は租税として，生産物の一定部分を支払わな
ければならない時には，この部分の価値が年平均幾らくらいになりそうであ
るかをできるだけ十分に計算して，彼が地主に対して支払いを約定している
地代を，それに釣り合わせて減額する。この種の地租である教会の十分の一
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税が年平均幾らくらいになりそうであるかを，あらかじめ計算しないような
農業者はいない。」（WN，　K，P．321．）
　第三の論点についてのスミスの見解は，次のような推論から引き出されて
いるように思われる。一かりに借地農業者が終局的な十分の心止の納税者
であるとすれば，彼らの収益はこの国の平均利潤を下回ることになるだろ
う。なぜなら，十分の一将は商工業者には賦課されてはいないため，課税後
には農業利潤は商工業の利潤を税額分だけ下回るからである。だが，農業利
潤が長期にわたって平均利潤を下回れば，彼らはいつまでも農業経営のため
に借地する意欲をもち続けることはないだろう。したがって，地主として
は，結局は地代から税額分を割引かざるをえなくなるにちがいない。一
　（2）　リカードウのスミス説批判
　リカードウはスミスの地租論に対して異議を唱えるが，彼が最初に砂上に
載せたのは，スミスの所説の第3点，つまりこの租税の真の負担者は地主な
のだという論点であった。彼の批判的所見を引用文1として掲げよう。
　引用文Irすべての耕地に賦課されるような地租であれば，それは，その
税額がどれほど適度であろうと，生産物に対する租税となり，したがって生
産物の価格を引き上げるだろう。もし第三等地が最後に耕作された土地だと
すれば，その土地は少しも地代を支払わないだろうけれども，課税後には，
生産物の価格が租税に応ずるだけ騰貴するのでない限り，耕作されること
も，一般的利潤率を与えることもできないだろう。需要の結果穀物の価格が
通常利潤を与えるのに足りるほどに騰貴するまでは，資本はその土地への投
下を差し控えるか，あるいは，すでに資本がこういう土地に投下されていた
のだとすれば，より有利な事業を求めてそこから立ち去るかするだろう。そ
の租税を地主に転嫁することはできない。なぜなら，仮定によって，地主は
少しも地代を受け取ってはいないからである。」（PT，　W・rks，1，p．181．）
　引用文1によれぽ，全耕地に対して賦課される地租であれぽ，それは必ず
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原生産物の価格を税額と同額だけ騰貴させるのであり，したがって真の納税
者は原生産物の消費者にほかならないというのである。こういうリカードウ
の所見は，スミスの見解一地租の賦課は結局は地代の負担になるのだか
ら，真の納税者は地主なのだという見解とは真っ向から対立する。
　このようなリカードウ独自の結論的主張を引き出した彼の推論は，引用文
1のなかにうかがわれるように，彼の「経済学の原理」における地代論の論
理の適用にもとづいている。われわれはここで『マルサス評注』のノート
（96）のなかに次のように書かれていたことに注意を払う必要がある。
　「そうだとすると，［マルサス氏も認めていたように，一国の耕作中のさま
ざまな等級の］土地から生ずる追加生産物のなかには，地主には少しも地代
を生み出さないようなものもある，といってよいことになる。課税の原理
principles　of　taxationを検討するさいには，この［マルサス氏も認めた地代
に関する］学説は最も重要であ［る］。」（NM，　W・r々s，　H，　p．　167．ただし，下線は引
用者）｛8）
　以上の点を考慮すれば，引用文1の論旨は次のようなものであるとみてよ
いだろう。一地代を支払わない最劣等地をも含めたすべての耕地に対して
課税されるような地租であれば，それは必ず農産物の価格を税額と同額だけ
騰貴させる。借地農業者はその租税を地主に転嫁するわけにはいかない。そ
の理由はこうだ。最後に耕作される劣等地ではもともと地代が支払われてい
ないのだから，その最劣等地を借りている農業者の利潤は，課税後にはその
（8）1819年9月25日づけのトラワあて手紙のなかには，次のような文章が書かれている。
　「公衆を啓発したいと辛抱強く考える人々にとっては，課税の問題について広い分野が
　ひろがっています。しかし，その第一歩は経済学の主要な原理を知らせることでなけれ
　ばなりません。だが，この点はまだなすべきことが残されています。地代について正し
　い観念をもたない人であっては，地租が究極的に地主の負担になるわけではないとい
うことを理解させることはけっしてできません。だから，この人が地代の問題について
の新学説を承認するまでは，彼に対して話しかけても無駄でしょう。」（Worfls，皿，　p，
79．ただし，下線は引用者）
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租税額を補償するだけ農産物価格が騰貴しない限り，社会の平均利潤を下回
らざるをえない。その状態が継続すれぽ，彼らは借地農業の営みを持続する
意欲を失うだろう。その結果，農産物の供給は社会の需要に対して不足する
ようになり，ついには農産物の価格を税額と同額だけ騰貴させるようになる
だろう。
　こうしてリカードウは，スミスの所論のなかの第3の論点　　地租の最終
の負担者は地主なのだという主張を覆した（9）。だが，この論点こそはスミス
の所論全体を支える基本命題であったから，この命題を覆えしてしまえば，
リカードウにとっては第1・第2の論点を覆すことは容易である。スミスの
所論め第1論点に対しては，リカードウは次のような批判を加えた。
　引用文ll「もし借地農がその租税を地主に転嫁するのではなく，消費者に
転嫁するのだとすれば，その場合には，その租税は当初に不平等でない限
（9）リカードウは別の箇所では，次のようにスミスを批判している。「アダム・スミスは，
　地代について特有の見解を採用したために，つまりあらゆる国において少しも地代を
　支払わない土地に多量の資本が支出されていることに気付かなかったために，次のよ
　うな結論を下した。すなわち，土地に対するすべての租税ば，それが地租または十分の
　一税の形で土地そのものに賦課されようと，あるいは±地の生産物に賦課されようと，
　はたまた農業者の利潤から徴収されようと，すべて変わりなく地主によって支払われ
　るのであり，たとえ租税は概して，名目上は借地農によって前払いされているとして
　も，すべての場合に地主が真の納税者なのだ，というのである。……私は，すでに述べ
　た理由によって，これらの租税は生産物の価格を騰貴させるのであり，したがって，こ
　の重要な問題についてアダム・スミスがとった見解が謬見であることを少しも疑うこ
　とができない。」（PT，　Works，1，pp．183－4．）
　　さらに，本文での以上の論述によって，われわれはりカードウr原理』の序文のなか
　の，次の文章の意味を理解することができるだろう。
　　　r1815年にマルサス氏［その他コによって公表された［真の地代に関するコ学説を知
　らなくては，富の増進が利潤や賃金に及ぼす効果を理解することも，課税が社会のさま
　ざまな階級に及ぼす影響を十分に追跡することも，不可能である。課税される商品が地
表から直接取り出される生産物の場合には，特にそうである。アダム・スミスその他
の……著述家たちは，地代の原理を正しく考察していなかったために，地代の問題の徹
底的理解をまってはじめて発見できる多くの重要な真理を見逃したように思われる。」
（PT，　Works，1，pp，5－6．ただし，下線は引用者）
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り，けっして不平等にはなりえない。なぜなら，生産物の価格は，その租税
に比例して直ちに騰貴せしめられたのであり，後になってそのために変動す
るようなことはもはや起こらないからである。」（PT，　Wor々∫，1，p，186．）
　リ用心ドウの意見では，地代に対する租税であれば，地主はこの租税を誰
にも転嫁できないから，この租税が穀物価格を騰貴させることはない。しか
し，地代が支払われない耕地をも含めてあらゆる等級の耕地に対して課税さ
れるような地租の場合には，課税は直ちに穀物価格を税額と同額だけ騰貴さ
せ，この租税は終局的に穀物の消費者全員によって平等に負担されることに
なるのだから，かりにこの地租が設定された当初平等だったとすれば，その
後さまざまな耕地に異なる程度の改良が施され，各耕地における地代額にど
ういう変動が生じようと，租税負担が不平等になるはずはない。なぜなら，
この租税は相変わらず穀物の消費者全員によって各人の消費量に応じて平等
に負担され続けるだけのことだからだというのである。
　つづいて，リカードウはスミスの所見の第2論点一あらゆる耕地に同額
の税額を賦課するような地租は第一の準則には抵触するが，その他の三つの
準則には抵触しないという命題を批判して，次のように言う。
　「すべての耕地に対して無差別に，そして土地の品質の差異を少しも考慮
しないで賦課される同額の地租は，最劣等地の耕作者の支払う税額に比例し
て穀物価格を引き上げる。」（PT，　W・rllst　L　p．182．）と。一そして，リカード
ウは議論を続ける。一もし一定額の資本を投下することによって1，000
クォータの穀物を産出する最劣等地に対して，100ポンドの地租が賦課され
るとすれば，穀物は1クォータあたり2シリング騰貴するから，農業者は支
払った租税を補償されるだろう。ところが，同額の資本を投下すると2，000
クォータが生産される優等地の穀物も同じだけ値上がりするから，この優等
地の農業者は課税前よりも200ポンドだけ多い収益をあげるだろう。だが，
彼が支払う地租も同じ100ポンドであるから，課税された後には優等地の農
業者は，課税された時に支払った100ポンドの租税を補償されるだけではな
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く，100ポンドの超過利潤をも新たに獲得できるようになるだろう。一
　以上のような推論にもとづいて，リカードウは結論を下して次のように述
べた。これを引用文皿として掲げよう。
　引用文皿「したがって，［こういう地租によって穀物価格が騰貴せしめら
れるため］穀物の消費者が課税されることになるのだが，それは，国家の急
務に応ずるためであるだけでなく，優等地の耕作者に対して彼の借地の契約
期間を通じて年額100ポンドを与えるためでもあり，そしてその契約の満了
後は地主の地代をその金額だけ引き上げるたあでもある。そうだとすれば，
この種の租税は，アダム・スミスの第四の準則に反する。それは，国庫に持
ち込まれる額よりもいっそう多額を，国民のポケットから取り出し，そのポ
ケットの外に止める。」（PT，　Wor々s，　L　p．182．　kだし，下線は引用老）
　リカードウは彼の「経済学の原理」によって，最劣等地での耕作に必要な
労働量こそが穀物の価値を規定すると主張した。そして，彼の「課税の原
理」によっ，て，あらゆる耕地に賦課される地租は，穀物の自然価格をその税
額と同額だけ騰貴せしめるから，こういう租税は消費者全員によって平等に
負担されることになる。したがって，その限りでは，こういう租税は「課税
に関する第一の準則」には抵触しない。しかし，異なる等級の耕地に対して
同額の租税が課されるような地租には，次のような経済効果が発生すること
に注意が払われなければならないと主張する。
　異なる等級の耕地では，各耕地1エーカーあたりの産出量は異なる。しか
し，どの等級の耕地で生産される穀物も1クォータあたりの価格は同じであ
り，地租が穀物価格を租税額と同額だけ騰貴させるため，異なる等級の耕地
の農業者の貨幣収益には差異が生ずることになる。すなわち，租税が賦課さ
れたために引き起こされる穀物価格の騰貴は，最劣等地の農業者に対して
は，彼らが前払いした租税を補償するだけであるのに対して，優等地の農業
者に対しては，租税を補償するだけではなく，超過利潤をもたらしもすると
いうのである。ただし，彼らが超過利潤を享受するのは，彼らの借地の契約
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期間内に限られるのであって，契約の更新にさいしてこの超過利潤は地代に
転化して地主の所得を増加させるというのである。
　それゆえ，あらゆる等級の耕地に同額の地租が課される場合には，こうい
う租税は穀物価格を騰貴させるため，消費者が真の納税老になるのだが，し
かし，租税による穀物の値上がり分のすべてが国庫に持ち込まれるわけでは
ない。価格上昇分の全額が消費者のポケットから取り出されるのに，その一
部分は国庫には入らず，借地契約の期間内には優等地の農業者のポケット
に，契約更新後は地主のポケットに入ってしまう。したがって，この租税は
「課税に関する第四の準則」に違反するというのである。
［三論〕　穀物価格を上昇させる租税について
　ところで，以上に紹介した議論のなかで，リカードウは，あらゆる耕地に
地租が課された場合，こういう課税によって穀物価格が騰貴せしめられるこ
とになるから，この租税は穀物消費者全員によって平等に負担されることに
なり，その限りでは，この租税は「課税に関する第一の準則」には抵触しな
いと主張していた。
　しかし，こういう彼の主張は，スミスの見解一地租であれ，土地生産物
に比例する租税であれ，これらの租税の真の負担者は地主のみであり，した
がって，こういう租税は不平等であって，「第一の準則」に違反するというス
ミスの見解に対する批判的所見のなかで提示されたものであった。だから，
彼の主張はなによりもまず，地租であれ，十分の一丸であれ，あるいは原生
産物に対する租税であれ，これらの租税はいずれも地代を削減するのではな
く，穀物価格を騰貴させるのでありJしたがって，租税は地主によってでは
なく，消費者全員によって負担されるのだという論点を確認しておく必要か
ら提出されたものであった。そして，彼の考えでは，ここまでの推論の範囲
内では，この租税は諸階級によってその資力に応じて平等に負担される，と
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みてよいというのである。
　しかしリカードウは，この問題はさらに掘り下げて検討される必要がある
と考える。そこで彼は，前述のような租税が賦課される場合，その租税は果
たして終局的に穀物消費老全員によって平等に負担されることになるといえ
るのか，と改めて自問する。そして，彼はこの問題について，穀物消費者全
員が揃って真の納税者になるわけではないと自答する。この問題に対する彼
の最終的な回答は次のとおりである。
　「私は［スミスの見解に反対して］こういう租税が農業者と地主という異
なる階級に不平等な重さの負担をかけるのではないということ，そしてその
理由は，彼らが双方ともに原生産物の騰貴によって補償されるのであり，た
だ彼らが原生産物の消費者である程度に比例して納税するにすぎないから
だ，ということを示そうと努めてきた。もっとも，、賃金は影響を受けるし，
また賃金を通じて利潤率が影響を受けるのだから，地主はそういう租税に対
して，彼らの負担分の全額を納税することがなく，特別に免税された階級で
ある。租税のうちの労働者の負担になる部分は，彼らの基金が不十分である
ため彼らが納税することができないので，資本の利潤から引き出される。こ
の部分は，その所得を資本の投下から引き出すすべての人によって，もっぱ
ら負担されており，したがって，それは地主には少しも影響を及ぼさない。」
（PT，　Worfls，　L　p．184．ただし，下線は引用老）
　リカードウによれば，穀物価格を税額と同額だけ騰貴させるような租税
は，確かに消費者によって支払われる。だが，穀物価格の騰貴は消費者のう
ち地主と資本家との所得を彼らの穀物消費量に応じて削減するにちがいない
が，労働者の所得だけはこれを長期的に削減するわけにはいかない。そこ
で，穀物価格の騰貴は結局は賃金の騰貴を招来することによって利潤の低下
に帰着するはずである。つまり，この租税は消費者によって負担されるのだ
が，労働者が消費者として負担すべき租税分は利潤の低下という形で資本家
に転嫁される。してみると，地主が自身の穀物購入量に応じて納税するだけ
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であるのに対して，農業者や商工業者は自身の穀物購入量について納税する
だけでなく，それに加えて労働老の消費量の租税負担分についても納税しな
ければならない。したがって，穀物価格を騰貴させるような租税は「消費老
に影響を及ぼす限りでは平等な租税であるが，利潤に影響を及ぼす限りでは
不公平な租税である」（PT，　W・rfes，1，p．159．）というのである（10）。
（10）以上のような本論の考察で明らかになったように，リカードウは穀物価格や労働者
　の必需品の価格を騰貴させるような租税に対して，こういう租税は利潤所得に対して
　不平等に重い負担になると論評した。ところが，彼がこういう論評の仕：方をしたことか
　ら，読者のなかには，彼がこういう租税の賦課は課税の方策として適当ではないと，こ
　の租税に反対しているのだと考える者がいるかもしれないが，それは誤解である。彼は
　ある種の租税の作用が不平等であるとしても，それを是正する方策が容易に採用でき
　れば，その点は問題はないと考えているようであって，彼は次のように主張する。
　　　「もし租税の作用が不平等であれば，立法府は，土地の地代および公債の配当金に直
　接に課税することによって，それを平等にすべきである。」（PT，　WerksJ　L　p．160．）
　と。なお，課税の方策についてのりカードウの考え方の特徴は，次の文章のなかにも示
　されている。
　　　「課税は，いかなる形態のものでも，弊害の選択を示しているにすぎない。もしそれ
　が利潤あるいは他の所得の源泉に作用しないのであれば，それは支出に作用するにち
　がいない。そして，もし租税負担が平等にかかって，再生産を抑圧しないのであれば，
　租税がどれに賦課されるかはどうでもよいことである。生産に対する租税，つまり資本
　の利潤に対する租税は，直接に利潤にかけられようが，土地への課税あるいは土地生産
　物への課税によって間接に利潤にかけられようが，その他の租税よりも次のような利
　点をもっている。一すなわち，社会のいかなる階級もこれらの租税を免れることがで
　きず，各人はその資力に応じて納税するという点である。」（PT，　Works，　L　p，167．）
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